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空家等の
流通・活用促進

の主な取組状況

第３期 横浜市空家等対策計画

資料1-2
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主な対象 施策 取組実績と今後の予定

一戸建の
空家
24,700戸
うち、
その他の
住宅
19,000戸

(R5年住宅・
土地統計調査)

１ 地域の活性化に資する

施設としての活用の支援

強化

・空家の地域活用を支援する制度の実施                                       【P3、4、5】

（空家活用のマッチング制度、空家活用の専門相談員派遣、空家の改修等補助金）

・空家の地域活用を支援する制度を様々な機会を通じて周知                           【P6】

・「空家の地域活用の手引き」を作成（空家の流通・活用マニュアルの改定）           【P7】

・用途地域の見直しや特別用途地区の指定

２ 子育て世代等の転入・

定住促進に資する活用施

策の展開

・脱炭素リノベ住宅推進事業から既存住宅断熱改修補助事業へ（R8.4～）       【P8】

・空家を活用した子育て世代転入・定住補助金（R8.4～）  【P9】

３ 空家の除却や建替えの

効果的な動機づけによる

流通の促進

・空家の解体費用と土地の売却価格の概算がわかるサービスの提供                    【P10】

・住宅除却補助制度の補助上限額の引き上げ 【P11】

・空家の譲渡所得の3000万円特別控除のホームページの案内の充実化 【P12】

・隣地統合事業補助制度の対象エリアを拡大                                        【P13】

４ 地域の環境改善等に資

する跡地活用等の推進
・身近なまちの防災広場整備事業の補助対象地域を市全域に拡大                      【P14】

第３期 横浜市空家等対策計画（空家等の流通・活用促進）

これまでの取組実績と今後の予定
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度の実施

空家活用のマッチング制度、空家活用の専門相談員派遣、空家の改修等補助金の３つの制度

により、空家の地域活用を支援

年度 令和６年度 令和７年度
令和８年度

（６月末現在）

空家活用の
マッチング
制度

対話の場設定数 ６回 ４回 １回

マッチング成立数 １件 １件 １件

空家活用の専門相談員派遣 ２件 １件 0件

空家の改修等補助金 簡易改修型 １件 簡易改修型 １件 簡易改修型 0件

〈空家活用のマッチング制度登録数〉（累計マッチング数：６件）

活動団体等（6年度累計：登録109件（うち登録終了22件））

登録 120件（うち登録終了28件）登録 33件（うち登録終了19件）

空家等の所有者（6年度累計：登録28件（うち登録終了16件））

7年度 累計 7年度 累計
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度の実施

空家活用のマッチング制度により、８年９月より、泉区

区緑園で介護施設・訪問看護拠点としての活用がスター

ト予定（改修中）

【空家活用のマッチング成立実績】

所在地 物件概要 団体活動内容 状況

泉区
緑園

第１種低層住居専用地域

昭和61年築

緑園都市駅から徒歩10分

活用団体名：合同会社 一会

活動内容：介護施設・訪問看護
拠点

８年９月
から活用
開始予定

【空家の改修等補助金（地域貢献［簡易改修］型）】

所在地 物件概要 団体活動内容 状況

磯子区
中原

第１種低高層住居専用地域

昭和49年築

杉田駅から徒歩12分

活用団体名：株式会社YOROZUYA

活動内容：シングルマザー向けシェアハウス

７年12月からシングルマ
ザ ー向けシ ェア ハウ ス
（セーフティーネット住
宅）として活用開始
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度の実施【改修前】

【改修後】

・ドア改修 ・軒天補修 ・階段手摺設置 ・庭木伐採・扉鍵設置
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用を支援する制度を様々な機会を通じて周知

地域まちづくりのための支援制度活用研修（R８.9予定）、空家活用ワークショップ（R9.1

予定）等により空家の地域活用を支援する制度を周知

▲地域まちづくりのための支援制度活用研修

テーマ別意見交換会の様子
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１ 地域の活性化に資する施設としての活用の支援強化

空家の地域活用の手引きを作成（空家の流通・活用マニュアルの改定）

用途変更や改修時の法令上の留意事項、最新の活用事例、関係区局の支援制度の紹介等を追加

した空家の流通・活用マニュアル改め「空家の地域活用の手引き」を作成、７年４月に公表
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２ 子育て世代等の転入・定住促進に資する活用施策の展開

既存住宅もより省エネに 既存住宅断熱改修補助（部分改修も対象に）
７年度に既存住宅の断熱改修に特化した脱炭素リノベ住宅推進事業は、
８年度から、住宅の一部エリア(※)への部分断熱改修も補助対象に拡充

タイプ 省エネ性能
補助上限額

子育て世代
の住替え その他

新築 国の補助事業を活用

既存
住宅の
改修

【一棟全体】
断熱等級６
以上

150万円 120万円

【部分改修】
断熱等級６以上相当
とする工事を住宅の
一部エリア(※)に実
施

100万円

〈R８年度：既存住宅断熱改修補助事業〉〈R７年度：脱炭素リノベ住宅推進事業〉

タイプ 省エネ性能
補助上限額

子育て世代
の住替え その他

新築 国の補助事業を活用

既存住宅
の改修

断熱等級６
以上 150万円 120万円

(※)：1以上の居室・浴室・脱衣室を含む連続するエリア
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子育て世帯の空家購入へ補助を開始

市内の空家を購入して転居する子育て世代を対象に、空家の購入費用の一部を補助する「空

家を活用した子育て世代転入・定住促進補助金」を今年度より開始

〈制度概要〉

該当要件 加算額

３年以上空家の購入 30万円

扶養する子供の数が２人以上 40万円

市外からの転入 30万円

２ 子育て世代等の転入・定住促進に資する活用施策の展開

基礎額１００万円

〇補助要件

〇補助対象経費

空家及び当該空家の敷地となる土地の購入に係る経費

＋
＜対象者要件＞

・空家を購入し転居する子育て世代

・10年間は継続して空家（または空家を除却し建替

えた住宅）に居住する意思がある者 など

＜空家要件＞
・申請時点から１年以上、居住その他の使用がなさ

れていないこと
・申請者を含む世帯以外の居住または使用に供され

たことがあること など

〇補助額
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

空家の解体費用と土地の売却価格の概算がわかるサービスの提供

民間事業者（㈱クラッソーネ）と連携し、ウェブ上で空家の解体費用と土地の売却価格の概

算が同時にわかるサービス「横浜市版 すまいの終活ナビ」を提供

〈ナビ経由での解体契約数〉

令和６年度 令和７年度
令和８年度

（６月末現在）

29件 27件 7件

〈サービス利用数〉

令和６年度 令和７年度
令和８年度

（６月末現在）

140件 113件 24件
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

住宅除却補助制度の補助上限額の引き上げ

木造住宅の解体費の一部を補助する住宅除却補助制度の補助上限額を7年度から50万円に引き

上げ（空家にも活用可能）

※旧耐震基準：昭和56 年５月末以前に着工された建物
※新耐震グレーゾーン住宅：昭和56 年６月以降、平成12 年５月末以前に着工された建物

令和５年度 令和６年度 令和７年度

93(4)件 132(4)件 222(6)件

〈実 績〉※()内は特定空家の件数
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

空家の譲渡所得の3000万円特別控除のホームページの案内の充実化

空家の譲渡所得の3000万円特定控除の案内ホームページに、FAQと電子申請システムによる問

合せフォーム、申請書作成フォームを追加

令和５年度 令和６年度 令和７年度

766件 918件 1086件

〈確認書交付件数〉

令和５年度 令和６年度 令和７年度

492件 547件 650件

〈譲渡された空家の件数〉
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３ 空家の除却や建替えの効果的な動機づけによる流通の促進

隣地統合事業補助制度の対象エリアを拡大

隣地を買って建替えを行う場合に補助が受けられる「隣

地統合補助制度」の対象エリアを７年５月から拡大

〈これまで〉 〈R7.5～〉

対象地域

補助上限額

100万円 重点対象地域 100万円

その他対象地区 50万円

西区西戸部町１、３丁目

中区山元町１、２丁目
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４ 地域の環境改善等に資する跡地活用等の推進

身近なまちの防災広場整備事業の補助対象地域を市全域に拡大

地震時の火災による延焼の危険性が高い地域に限定されていた身近なまちの防災広場整備事

業の補助対象地域を、7年度から市全域に拡大

市全域

対象地域

〈これまで〉 〈R7年度～〉

重点対策
地域

対策
地域 その他

防災広場 ９割 ９割 なし
その他（避
難経路、防
災設備）

９割 ９割 なし

重点対策
地域

対策
地域 その他

防災広場 １０割 ９割 ５割
その他（避
難経路、防
災設備）

９割 ９割 ５割

補助率

※「その他」の補助上限額は、
重点対策地域、対策地域の1/2
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